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認定取消申請書

（第一面）
	
年　　　月　　　日　　

（あて先）名古屋市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人の場合は所在地、名称及び代表者氏名）　

名古屋都市計画地区計画（名古屋駅・伏見・栄都市機能誘導地区）の地区整備計画に定める建築物の容積率の最高限度及び名古屋市地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例（平成５年名古屋市条例第４１号）別表第２名古屋駅・伏見・栄都市機能誘導地区整備計画区域の項中容積率の最高限度の規定に基づく認定の取消しを申請します。この申請書及び添付図書又は書面に記載の事項は、事実に相違ありません。


	１　申請者
	住所
氏名
電話番号

	２　既認定番号等
	認定番号
認定年月日


備考　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。


（第二面）
	建築物及びその敷地に関する事項

	１　地名地番
	

	２　用途地域
	商業地域（指定容積率　　　　％）　　

	３　防火地域
	□防火地域　□準防火地域

	４　その他の
区域、地域、
地区又は街区
	



	５　道路
	イ　幅員　　　　　　ｍ　（歩道幅員　　　　　　ｍ）
ロ　敷地と接している部分の長さ　　　　　　ｍ

	６　敷地面積
	（１）
	（２）
	（３）
	敷地

	
	（　　　地区）
	（　　　地区）
	区域外
	

	
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡

	７　容積率
	（１）
	（２）
	（３）
	敷地

	
	建築基準法第５２条第１項、第２項及び第９項の規定による容積率
	％
	％
	％
	％

	
	地区計画基準容積率
	％
	％
	％
	％

	８　主要用途
	

	９　建築面積
	申請部分
	申請以外の部分
	合計

	
	㎡
	㎡
	㎡

	
	建蔽率　　　　　　％

	10　延べ面積
	㎡
	㎡
	㎡

	
	容積率の算定の基礎となる延べ面積　　　　　　㎡

	
	容積率　　　　　　％

	11　建築物の数
	

	12　備考
	




（第三面）
	
建築物別概要

	１　番号
	

	２　構造
	　　　　　　造　一部　　　　　　造

	３　階数
	地上　　　階
地下　　　階

	４　高さ
	最高の高さ　　　　　　ｍ
最高の軒の高さ　　　　　　ｍ

	５　建築面積
	　　　　　　㎡

	６　延べ面積
	　　　　　　㎡（容積率の算定の基礎となる部分の延べ面積　　　　　㎡）

	７　備考
	






